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１．はじめに

阪神・淡路大震災(1995.1.17)では、道路交通が、倒壊し

た建物や寸断された道路網により緊急輸送活動が支障を来

すなか、船舶による広域的な緊急輸送が効果を発揮した。

首都圏において見ると、荒川、多摩川、江戸川等の大河川

があり、港湾からのネットワークにより、内陸部への船舶

による復旧・支援活動が、大いに期待され、また、様々な

河川管理施設の活用を図れば、複合的な効果が発揮される

と思われる。本調査は、震災時に河川が有する防災機能の

基礎調査と高規格堤防と一体で整備が進む河川管理施設の

活用検討を行うとともに、主に首都圏での防災機能ネット

ワーク形成に向けて、地域的、広域的防災活動拠点との連

携についての検討を目的としたものである。

２．地震等の災害時における防災計画

河川の防災機能を検討するにあたり、自治体等の防災計

画の現状と過去の教訓を学ぶため、関東大震災以降の被災

後の都市計画について調査を行った。

２－１　自治体における防災計画

各自治体では、地域防災計画を定めている。東京都を例

にとると、震災予防条例の中で火災による輻射熱に対する

安全性、危険施設の有無、収容対象人員に対する面積確保

の面から指定避難場所を指定している。首都圏における既

定の防災計画をまとめると図－１に、また、首都圏の被災

危険地域図（火災延焼範囲想定）を図－２に示す。河川と

の関係で見ると、避難場所が、河川敷にベルト状に指定さ

れていたり、物流拠点であるトラックターミナルが近距離

に、また、緊急交通路と、平行、交差していることがわか

る。

２－２既往震災と河川防災

関東大震災後の帝都復興特別都市計画事業から戦災復興

計画までの都市計画のうち、河川に関連した計画は、下記
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図－１　各自治体の防災計画と河川 図－２　首都圏の被災危険地域図
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のとおりである。

（1）帝都復興特別都市計画事業(1924～1930年）

・復興事業として整備された３大公園のうち、日本初の

リバーサイドパークとして隅田公園が整備された。

・住民の避難路として重要な隅田川に橋梁（駒形、蔵前、

清洲橋等）の新設を行った。小名木川、築地川等の河

川運河を水運のために拡幅し、築地川と楓川を結ぶ運

河（幅33ｍ）を新たに開削した。

（2）戦前から、戦災復興計画までの都市計画事業(1939～

1945年）

①東京緑地計画（1939年）

環状緑地帯を東京市の外周部に設定し、楔状に石神井

川、善福寺川等８河川にグリーンベルトを整備し、併せ

て交通処理と防災、景観上の観点から幅員80ｍ、100ｍ

の広幅員道路の計画を行った。

②防空都市計画（1940年）

「都市の防火的構築」のために、市街地を広幅員道路、

河川、公園緑地等によって適当な大きさの防火区画を計

画した。

③戦災復興計画（1945年）

東京緑地計画を踏襲して河川沿川のグリーンベルト化

を進めるため、土地区画整理事業による計画を行った。

（図－３参照）

３．阪神・淡路大震災での船舶利用

一方、港湾施設が被災を受けた中、接岸可能な岸壁から、

海上船舶利用が行われた阪神・淡路大震災では、震災直後

及び復旧段階において次のような緊急支援活動が行われて

おり、船舶航行の重要性が認識されることとなった。

①　震災直後は、病人の搬送（人命救助）、火災消火に利

用された。

②　震災後３日目以降の復旧段階では、下記の具体例に示

すように救助支援、生活物資供給、重機等の搬送、災

害廃棄物の運搬等に利用された。

1）被災者支援の緊急輸送（震災２日目以降）

緊急物資や支援要員の搬送を、給水船、タグボート、

通船、漁船、巡視船等を利用して大阪湾周辺諸港から行

った。

2）船舶の自己完結機能（震災３日目以降）

被災住民への宿泊の提供、食事、飲料水、風呂の提供、

救護要員のためのホテルシップとして３０隻が、延べ６

万人以上の人々に提供された。

3）陸上交通の代替（震災３日以降、４ヶ月間）

臨時航路を合計１５航路（計３０隻）開設し、延べ６

７万人が避難、買い出し、通勤に利用した。

4）災害廃棄物の輸送

神戸市では、港内の瓦礫をポートランド二期地区へ

660万m3 (1995.2.6～1996.3.31)、周辺市町村は、フェニッ

クスセンターへ160万m3(1995.1.24～1996.8.3)を搬出した。

４．船舶遡上可能範囲の検討

ここでは、首都圏の主要３河川について、東京湾を航行

している土運船の吃水深を基に、船舶のトン数別に船舶遡

上範囲を検討を行い図－４にその結果をまとめた。500ト

ンクラスの船舶には、橋梁、堰等の横断構造物が阻害して

いることがわかる。しかしながら、木造住宅の密集してい

る下流部までは（前出、図－２被災危険地域図参照）、船

舶の大小は別として遡上可能であり、また、隅田川等の支

川との水運ネットワークによる救援活動が有効に機能する

ことが考えられる。今後、河川舟運が本格的に防災機能と

して位置づけられれば、航行区間の落橋防止対策、閘門・

水門の改修が要請されることになろう。

図－３東京復興計画の公園及び緑地地域
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５．河川管理施設の活用方策

現在、各河川では、洪水等の災害復旧を目的として様々

な施設が整備、計画されており、震災時においては、相当

な支援活動を担えると思われる。以下、河川が有している

主要施設の整備、計画状況は、次のとおりである。

５－１　緊急用河川敷道路

緊急用河川敷道路は、大都市圏に大地震が起こり災害を

受けた時、住民の救援（水・食料・医療品・復旧用物資、

機材の輸送）及び復旧活動に緊急に対応すること、また、

河川管理施設の復旧を目的として、河川敷に作る緊急輸送

路であり、その構造は次のとおりである。

・設計荷重 TL-75，TT-43 ・交通量 Ｌ交通（100台／

日・方向）・幅員7.5ｍ（路肩含む）

通常は、一般交通には開放はしないが、サイクリング道

路等の日常的利用の検討がなされている。 緊急用河川敷

道路と首都圏の主要道路とのネットワークを図－５に示

す。環状・放射状道路坂路により結節を図ることで、幹線

道路が寸断をされた場合でも十分に補完機能を果たすと考

えられる。

５－２　公共船着場・緊急船着場

荒川を例にとると、安全で快適な水面利用を目指して

「荒川水系水面利用計画」（H.3.8）が作成されている。現

在までに公共船着場４箇所、緊急船着場１箇所が整備済で

あり、今後８箇所の両船着場の計画がある。公的船着場・

緊急船着場の要件は、次のとおりである。

①公的船着場の基本的な機能

・水上バス等公共的目的で利用される船の係留機能及び

待合い機能

②緊急船着場の基本的な機能

・災害時の緊急用の物資や人の輸送のための船着場とし

ての機能を有し、水防倉庫や非常用飲料水、食料等の

図－４　船舶航行区間
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備蓄倉庫を堤内地側に併設することで防災拠点としても位

置づけ　られる。

・係留施設（マリーナ等）の併設することで川港として

の機能の充実、拠点性を高めることが出来、また、不

法係留の解消にも役立てられるメリットがある。

５－３　河川防災ステーション

洪水時の水防活動、復旧活動の拠点として水防センター、

水防ヘリポート等が高規格堤防と一体で、平成６年度から

整備が進められており、首都圏の主要３河川では、７箇所

が整備済である。震災時での活用を図るには、緊急交通路

とのネットワークが重要であることから、橋誥や、地域防

災拠点等の付近に計画することが望ましい。

５－４　緊急ヘリポート

阪神・淡路大震災でのヘリコプター輸送は、めざましい

活躍を果たしたことは、周知の事実である。首都圏の主要

３河川では、河川敷ヘリポートとして、高水敷に１箇所が

整備済みであり、今後、５箇所に整備計画がある。緊急ヘ

リポートにはなるべく被災地に近いところに設けるもの

と、他地域からの受皿となる拠点的性格のものが想定され

る。拠点的なヘリポートの設置に要請される事項としては、

次のような項目があげられる。

①大型ヘリコプターの離着陸適地

大型ヘリの離着陸については、前後方向に600ｍ程度

にわたり、高い障害物がない空間が必要である。

②避難場所との関係

避難場所に近い（１km以内）か、広域避難場所の一

部であること。

③ヘリポートの分散の程度

分散の程度は、避難場所から１～２km前後に１箇所、

多くとも２～３箇所程度が確保出来ること。

④公共機関等との距離

区役所、市役所、または、その出張所、警察・消防、

自衛隊等の公的な機関が、２km 以内に複数存在するこ

と。

５－５　光フャイバーケーブル

現在、河川管理用に光フャイバーケーブルの敷設が進め

られている。将来に備え、余条管も敷設されており関係機

関とのリアルタイムの情報ネットワークが可能である。こ

れを、被災時の情報発信等に活用し、広域防災拠点との相

互連絡を図るなど緊急情報システムの構築が考えられる。

荒川では、既に27kmが敷設済であり、将来は全区間にわ

たり敷設する計画である。

６．防災空間のネットワークの形成に向けて

上記の河川管理施設の整備は、河川の防災機能を発揮す

る意味で、今後、地方公共団体の地域防災計画と整合を図

図－５　緊急用河川敷道路と主要道路とのネットワーク図
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っていく必要がある。被災時の救援活動においては、リダ

ンダンシーを十分に考慮に入れ、陸・海・空による防災空

間ネットワークの形成を推進していく必要があり、その位

置づけに立って整備を進めていくことが重要である。図－

８に示す「河川を活用した緊急輸送ネットワークの概念図」

をもとに、各拠点とのネットワークを検討した結果が図－

９である。既計画の拠点地区においては、河川防災の機能

との連携強化、また、本調査による防災活動拠点としての

形成可能地区をあわせて、国、地方公共団体等と取り組む

べき最優先課題であると思われる。

７．おわりに

国土庁を中心として関連する４省庁（建設省・運輸省・

国土庁・消防庁）による「東京圏の防災空間ネットワーク

形成推進方策策定調査」において、本調査の内容も報告さ

れている。河川の防災機能とのネットワークを活用推進す

るため、被災時の河川施設活用に係るオペレーションシス

テムの確立と河川空間活用に係る関係機関との調整を重ね

ていく必要がある。また、沿川での防災活動拠点整備に際

しては、高規格堤防として整備された耐震地盤上に、防災

関連施設を建設することが望ましく、拠点形成の手法とし

て、街づくりとの複合事業化も考えられ、高規格堤防事業

の新たな展開の方向が見出せた。最後に、本検討を進める

にあたって、慶應義塾大学大学院の伊藤滋教授、東京工業

大学大学院の黒川洸教授を顧問に、関東学院宮村忠教授を

委員長とした検討委員会を設置し、建設本省及び関東地方

建設局の河川担当各位のご指導・ご助言をいただき、深く

感謝申し上げます。

〈参考文献等〉

1）越沢　明「東京の都市計画」岩波新書1991年

2）東京都「地域防災計画　震災編」1996年

3）埼玉県「大規模地震被害想定調査報告書」1994年

4）国土庁「南関東地域地震被害想定調査」1988年

5）兵庫県「兵庫県災害廃棄物処理計画」1995年

6）「阪神・淡路大震災の教訓－海からの視点で考える」

関西造船協会1996年

図－8 緊急輸送ネットワーク概念図

図－7 震災時の光ファイバー網の活用例

図－9 首都圏における防災ネットワーク図


